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障 害 者 施 策 ・ 2009
自治労障害労働者全国連絡会　事務局長　奥　山　幸　博
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　世界的な金融危機と、労働者の大量解雇というきわめて厳しい状況の中で、新しい年を迎えることとなりました。今年は障害者に関する施策についても、様々な見直しが行われることになっており、権利条約批准に向けた取り組みも加速されるものと思います。本稿では、以下の３点について状況を報告するとともに、運動強化への決意を皆さんと共有できればと思っています。


　1.　障害者雇用促進法改正案成立　

　昨年12月、臨時国会の終盤で通常国会からの継続審議となっていた、同法案が成立しました。その概要と施行時期は以下のとおりです。

(１)　雇用義務の基礎となる労働者及び雇用障害者に、短時間労働者（週20時間以上30時間未満）を追加（2010年７月１日）

(２)　納付金制度の対象範囲を、常用雇用労働者101人以上に拡大（2010年７月１日、201人以上。2015年４月１日、101人以上）

(３)　特例子会社がない場合であっても、企業グループ全体で雇用率を算定するグループ適用制度の創設（2009年４月１日）

　衆議院において11項目の附帯決議がなされましたので、そのいくつかを紹介しておきます。ａ）精神障害者を雇用義務の対象に加えることについて早期に検討を行うこと、ｂ）フルタイム労働者であった障害者が短時間労働に移行し、健康保険や厚生年金への非加入となることのないよう、必要な措置を講ずるとともに、事業主に対し、十分な周知、指導を行うこと、ｃ）労働能力に基づく障害認定の在り方について検討を行うこと。その際、「重度障害者」に関する認定の在り方についても検討を行うこと、ｄ）権利条約批准に向けての国内法整備として、雇用分野における合理的配慮規定等について検討を行うこと。障害者差別禁止に係る法整備についても、速やかに検討すること。

　以上の状況を踏まえ、連合やＤＰＩ日本会議等との連携を図りながら、障労連としてこれまで以上の取り組みを進めていくことが求められています。


　2.　障害者自立支援法の見直しについて　

　2008年12月16日、社会保障審議会障害者部会報告～障害者自立支援法施行後３年の見直しについて～が発表されました。今回の報告は、2005年10月に成立した自立支援法附則第３条の見直し規定に基づいて行われたものです。2006年10月の全面施行からわずか半年での「特別対策」（2007年４月）、2008年４月からの「緊急措置」と、制度の欠陥を象徴するような「目先の改善策」が行われてきました。この間、利用者、事業者、行政ともに対応に苦慮してきました。そうした状況の中での今回の報告ですが、結局のところ、限定的な見直しに終わりかねない内容となっています。法改正に該当する項目としては、ａ）障害児支援の根拠法を児童福祉法に、ｂ）自立支援協議会の位置づけの明確化、ｃ）発達障害及び高次脳機能障害が法の対象になることの明確化、などになるのではないかと思われます。

　国庫負担基準、「応益負担」原則は現行制度を継続。「知的障害者の移動支援の個別給付化」には触れられていません。「報酬単価の充実」には言及しているものの、具体的には予算編成の議論を見ていかなければなりません。障害程度区分の見直しについても、その方向性は示されたものの、新たな区分設定と運用は３年ほど先になる見通しです。

　まず、今回の報告についての自治労としての評価、分析が必要と思われます。それを踏まえて、政党、議員等への働きかけが重要になってきています。


　3.　障害者基本法改正の動向　

　2008年12月26日、障害者施策推進課長会議より、「障害者施策の在り方についての検討結果について」が示されました。前回（2004年）改正時における附則第３条の５年後の見直し規定に基づいて、中央障害者施策推進協議会等で議論されてきたものをまとめたものとなっています。この中で、「障害者基本法について、権利条約締結に際し必要と考えられる改正事項を整理した」として、以下の８項目をあげています。

(１)　差別の定義を新たに設け、差別について類型的に記載する。

(２)　(１)の定義においては、「合理的配慮の否定」が差別に含まれることを明記する。

(３)　基本的理念として規定された差別の禁止について、(２)を踏まえたものとする。

(４)　国及び地方公共団体の責務として規定された差別の防止について、(２)を踏まえたものとする。

(５)　国民の理解のために、(１)及び(２)において定義された差別に該当するおそれのある事例を国が収集し、公表することとする。

(６)　国民の責務における差別防止の努力について、(２)を踏まえたものとする。

(７)　中央障害者施策推進協議会について、障害者基本計画の作成及び変更の際の意見聴取に加えて、障害者施策に関する調査審議、意見具申及び施策の実施状況の監視等の所掌事務を追加する。

(８)　中央障害者施策推進協議会について、関係行政機関に対する資料提出等の協力の要請ができることとする。

　また、今後の対応については、「これまで議員立法で制定・改正がなされてきたところであり、今後、国会における見直しに向けた議論を注視しつつ、必要な協力を行っていく」としています。

　検討にあたっては、46の個人、団体からの意見聴取を行ってきたとしていますが、「障害の定義」をはじめ上記８項目には含まれていない課題も存在しており、社福評や連合、ＤＰＩ日本会議等との議論が必要になってくると思います。

　上記３点以外にも、障害者虐待防止法の国会上程が予測されていること、障害者差別禁止法の法制化、いくつかの自治体における差別禁止条例制定の動向など、重要課題が山積しています。当事者運動としての障労連運動の力量が問われているともいえます。いずれにしても、キーワードは「権利条約批准と国内法整備」になるでしょう。成果を挙げられるよう、互いに奮闘していきましょう。

　第28回自治労障労連総会報告　


記念シンポジウム
｢障害者権利条約」と「合理的配慮」を考える

～採用時及び採用後の課題（労働条件、職場環境、人事評価制度等）について～


自治労障害労働者全国連絡会　代表幹事　西　村　正　樹

　昨年11月６日から７日の２日間にわたり、ホテルメトロポリタンエドモントを会場に24県本部109人の参加者を迎えて開催しました。

　当初は、衆議院議員の解散総選挙の実施が想定され、自治労の各種集会や単組の定期大会等も延期される中、障害をもつ組合員の総会で様々な対応が求められることから、当初の予定どおりに開催することにしました。

　この総会の開催により、今年の活動方針等を確認するとともに障害をもつ組合員の交流を深めることができました。

　総会終了後のシンポジウムには、昨年の記念講演に引き続き連合からは、花井圭子さん（総合労働局雇用法制対策局局長）、障害当事者団体からは、尾上浩二さん（ＤＰＩ日本会議事務局長・ＪＤＦ障害者権利条約小委員会委員長）、自治労本部からは、松本敏之さん（労働局次長）、そして障労連関係からは伊藤貴彦さん（大阪市職障害労働者懇談会）をシンポジストに迎えて、西村のコーディネートにより進めました。

　まず、シンポジウムの冒頭においては、その批准が大きな課題となっている「障害者権利条約」の基本理念や「障害」、「障害者」および「差別」に関する定義と「合理的配慮」を再確認し、その確認に基づき、議論をはじめました。

　花井さんからは、連合として初めて春季生活闘争に向けて、毎年実施している賃金労働時間の実態調査の質問項目に障害者雇用を載せたこと。約400人の参加者を迎えて、障害者雇用促進のための集会（08年２月）を開催したこと。連合加盟の約50組合の本部に対する障害者雇用の実態調査と月刊連合（08年８月号）において「福祉から雇用へ」という特集を組んだことが報告されました。また、障害者雇用における主な課題として、「①法定雇用率の未達成」、「②雇用・福祉・教育の連携不足」、「③就業と生活の一体的な支援体制の確立」および「④障害者の就労を支援する人材の育成」を連合としてあげていること。障害者雇用促進法改正（2009年12月に改正済）と障害者権利条約の早期批准に向けて障害者の雇用差別を禁止する法制化の推進等に関する考え方についても報告されました。

　松本さんからは、自治労本部で賃金・労働条件を担当してきている立場から、現在、地方自治体に導入が進められている人事評価制度に関する内容と課題および自治労の取り組みと方針等が報告されるとともに、能力や実績を重視するこの制度が、障害者に対する不利益となる可能性があることが指摘されました。そして、障害者にとって公平・公正性を確保できるための「適切な措置」についても自治労内部で検討し、取り組みを進めていくことが報告されました。

　尾上さんからは、障害者権利条約を日本が批准するために「①包括的な障害者差別禁止法の制定」と「②モニタリング機能を果たすための独立した人権救済の機関の設置」等の課題が示されるとともに、障害者の一般就労を促進していく法制度である、現在の障害者雇用促進法については、職業的な視点をもたない福祉法令に基づく重度障害の認定と、それを基準としたダブルカウント制度についての問題が指摘されました。また、採用のみではなく、その後、障害者がワークライフバランスを確保して、働き続けることができるための合理的配慮が提供される仕組みなど支援の必要性が強調されました。また、この条約では、障害のある人もない人もともに、という条約の基本理念であるインクルーシブという考え方から、保育や教育の分野だけでなく、就労についても、障害者に特化した雇用の場として設立される特例子会社の推進策に関する問題も指摘されました。

　伊藤さんからは、自身の採用時と採用後の職務内容と職場に関する状況が報告されました。そこでは、聴覚障害があることから手話または要約筆記等による情報保障面での配慮を受けてきている状況や、職員との人間関係において、聴覚障害者には馴染みのない音声言語で用いられている単語表現を知らないことに対する無理解な発言を受けた体験などが報告されました。そして、障害に対する周囲の正しい理解の必要性が強調されました。

　その後、会場からは雇用における障害者差別禁止法の具体的な内容、ジョブコーチ、特例子会社、大阪市の手話通訳の派遣に関する具体的な状況等についての質問とシンポジストからの応答が交わされました。特に、障害者権利条約を批准し、実効性有る履行を進めるためには、障害者差別禁止法においては、合理的配慮の義務化と裁判や労働争議における規範性の確保の必要性は、確認されましたが、一方、条約が示している、合理的配慮の免除規定ともいうべき「過度な負担」については、その具体的な内容や範囲等に関しては、今後の検討および対応課題であることも確認されました。

　また、障害のない人を基準とし、障害者や障害者が必要とする配慮を提供しないことなどを差別と定義している権利条約の規定を想定していない人事評価制度に対しては、障害者に適用されるに当たっての自治労の考えや見解を、この総会資料に掲載した障労連の考え方やこの日の議論を踏まえて自治労本部としての課題認識が示されました。なお、総会後には、自治労本部において労働局と健康福祉局および障労連で協議することが確認されています。

　今回のシンポジウムでは、花井さんからは、世界の９つの人権条約のひとつといわれている「女性差別禁止条約」を1985年に日本政府が批准するに際しての経験に基づくご自身の考え方と連合の取り組み状況が報告されたこと。また、尾上さんから1994年に日本政府が批准した「子どもの権利条約」等の経過を踏まえ、今回の「障害者権利条約」の批准に取り組むべきとの報告は、今後の自治労および障労連として方針化している条約批准に向けた取り組みの進め方に、個別・具体的な指針を提供するものになったといえます。

　今回のシンポジウムを通じて、改めて、私たちが、障害をもつ労働者としての立場から、条約に基づき障害があっても障害のない人とともに働くことができる雇用・労働環境の整備と改善を、引き続き連合およびＤＰＩ日本会議などと進めることを確認できました。

　このシンポジウムにご出席を頂戴したシンポジストの皆さまには、この紙面を借りて改めてお礼申し上げます。


　２日目は、以下の共通テーマと趣旨に基づき、３会場で分散会を開催しました。

　共通テーマ：「障害者雇用」を現場から考える

　～採用時及び採用後の課題（仲間づくり、労働条件改善、職場環境等）について～

　趣　旨

　　障害者施策の基本的視点は、障害の有無に関わりなく誰もがともに学び、ともに育ち、そして、ともに働くことが普通とする「ノーマライゼーション理念」に基づくものである。

　　また、今年、５月に発効した「障害者の権利条約（以下、権利条約）」では、自らの身体等に生じている機能・形態障害（インペアメント）とそうした属性をもつ人びとと社会との関わりから生じてくる障害（ディスアビリティ）の２種類の障害を定義している。

　　そして、差別の定義については、直接的な差別以外にも障害（ディスアビリティ）の解消のための取り組みをしないことも差別と規定している。

　　こうした理念と条約を自治労は、支持しており、特に障害者の「雇用・労働」に関する課題については、障労連に結集している障害労働者自身が感じてきたことや現場で起きている現状を検証し、当事者運動として、その改善を求める取り組みを進めてきた。

　　本分散会では、こうした経過を踏まえ、現場の実態を検証しながら、自治労及び障労連として、私たち１人ひとりが、「何をすべきか」、「何ができるか」を「ともに考え」、「ともに行動」していくことを目的として開催する。

　討論の柱

　(１)　採用時及び採用後の課題について（採用要件・労働条件・職場環境等）

　(２)　課題に対する取り組みとその成果について

　(３)　仲間づくりと県本部・単組との関係づくり


　　　　　　　　　　報告者　　　　　　菊地　　信　自治労全道庁労連障労連事務局長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山口　健太　自治労秋田県本部障労連事務局次長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田中　伸二　自治労宮崎県本部障労連副会長

　　　　　　　　　　コーディネーター　西村　正樹　自治労障労連代表幹事

　前日のシンポジウムの議論と共通テーマおよび趣旨を受けて各分散会を開催しました。

　第１分散会は、全道庁労連、秋田県本部、宮崎県本部から、それぞれの障労連の取り組みから報告を受けました。

　各障労連からは、活動の基本である総会、幹事会、学習会の開催以外にも独自の取り組みの状況が報告されました。

　全道庁労連からは、障労連の交渉課題が、全道庁労連の組織運動として位置づけられた取り組みであることや、そこで示された要求課題が障労連の仲間に対して独自に実施したアンケート調査の回答結果から掘り起こしたものであることが報告されました。

　秋田県本部からは、東北地連の福祉集会に積極的に参加することで仲間づくりを拡大していったことや、同じ東北地連の福島県本部障労連と重ねてきた交流の実績が、東北地連としての取り組みに広がり、新たに岩手県本部と新潟県本部からの参加を受けて開催できたことが報告されました。

　宮崎県本部からは、県内の各単組への個別オルグの取り組みと「障害者権利条約」の批准に向けた県内の障害当事者団体との連帯した運動、障労連独自機関誌である「チャレンジド自治労宮崎」の定期的な発行と、障労連Ｑ＆Ａの記事の連載や、九州地連介護・福祉集会における全県本部における組織化を目指した取り組みが報告されました。

　その後の全体討論では、障労連を設立するに至った経過に関する質疑が出され、報告をした３県本部や埼玉県職から、その説明がされました。

　さらに設立時や設立後の仲間づくりに関する情報も交換されました。


　　　　　　　　　　報告者　　　　　　和田　正秀　自治労静岡県本部障労連代表幹事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相星　勝利　自治労大阪府本部障労連副代表幹事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松盛　崇原　自治労兵庫県本部障労評議長

　　　　　　　　　　コーディネーター　温井　昭彦　自治労障労連副代表幹事

　第２分散会は、各報告者から当本部の活動報告を受け、①「当事者の掘り起こしと組織強化（県本部として）（単組として）」②「採用試験における欠格要件について」③「職場環境の整備と職員の障害に対する理解」④「人事評価制度」を中心とする質疑・討論がされました。

①　「当事者の掘り起こしと組織強化」

　　この問題はどの本部、単組でも切実な問題です。世代交代を含め、新しく障害のある組合員が参加できるよう、障労連に関する情報の周知が必要であること。

　　地連・本部が企画、開催する“自治体に働く障害者のつどい”等、当事者が交流するイベントが契機となり重要です。

（県本部として）

　●　単組に積極的に訪問し、障害のある組合員のこと、職場環境のことなどを聞き取りし、当事者を発掘する

　●　県本部の障労連の情報が、個々の単組により障害のある組合員にまで降りていない実態がある

　●　電話・ＦＡＸによる相談窓口の開設

　●　県本部障労連が単組の当事者の問題に直接関与ができないし、情報が上がってこない

（単組として）

　●　新規採用時に当事者に対してのオルグを積極的に行う

②　「採用試験における欠格要件について」

　　自治体において、その多くが別枠採用を実施していますが「自力通勤」「自力職務遂行（介助なし）」「活字印刷文による出題や口答試験に対応できる者」といった欠格要件が存在します。また、当該要件について、少しずつ緩和されているとの報告がありました。

　●　法定雇用率を超える数値を設定している（大阪府）では、別枠採用試験を行っていますが、パソコンによる音声ソフトでの受験が認められました

　●　一般採用試験で実施。障害を包括した別枠採用を行っています

　●　知的・精神に障害のある方の採用試験については今後の課題

③　「職場環境の整備と職員の障害に対する理解」

　　主にコミュニケーション障害の方から問題提起がされました。

　●　交渉により、手話通訳者の方を特別非常勤（専門の技術がある）枠として採用

　●　視覚・聴覚に障害のある方から現場（職場）で働く上でのコミュニケーション（情報伝達）の問題。そして周りの上司、同僚に各自の障害を理解してもらえていない。「職務について全うしているのに、障害の無理解から対人関係で嫌な思いをしている」

　●　障害の重度化、二次障害の理解の欠如

④　「人事評価制度」

　　人事評価制度については、障害があることによって不利益にならないよう取り組むこと。

　●　人事評価制度において、障害のある組合員として、皆と同じ土俵に立って評価されるのがとても不安

　●　４原則２要件、組合加入と苦情処理だけでいいのか。本当に私たちは正当に評価されるのか

　●　東京都はすでに試行導入しているが、自分の評価を開示請求したら「Ｄ」評価だった。障害者はそのような評価なのか

　●　障害に対しての理解がない上司に正当な評価ができるのか

　　第２分散会は、３人の報告の後、会場から報告に関する質疑応答がなされました。

　　また、各障労連の活動を報告するとともに、個々人が抱える問題（職場環境等）が提起され共有することができました。


　　　　　　　　　　　報告者　　　　　　平坂　　梢　自治労東京都本部障労連副代表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伊藤　慶昭　自治労神奈川県本部障労連代表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前垣　明典　自治労奈良県本部障労連代表幹事

　　　　　　　　　　　コーディネーター　新井　常美　自治労障労連事務局次長

　最初に司会者から分散会の趣旨説明が行われ、続いて、事前にお願いしておいた、奈良県本部、前垣さん、東京都本部、平坂さん、神奈川県本部、伊藤さんから、それぞれの活動報告をしていただきました。前半は報告に関する質疑討論、後半は参加者全員の発言をしていただくという方法で進められました。内容が多岐にわたっているため、前後半を含めての特徴的な意見を紹介して報告に変えさせていただきます。

　●　バリアフリーチェック。「調査票」が必要。当事者の参画が不可欠。まずは身近な庁舎などの点検、そして、交通機関、街中施設などを対象に。また、公民を問わず新しい施設の建設にあたっては、設計段階からの関与も重要。

　●　自家用車利用の通勤における手当の拡充。事例として、自宅から職場までの直線距離を算定している自治体や、走行距離を算定している自治体があるなどさまざまであった。

　●　受験資格について。「介護者なしの職務遂行」の撤廃を求めているが実現しない。数は少ないが受験資格となっていない自治体もある。

　●　「人事評価制度」に対する不安の声が複数聞かれた。「障害を理由に不利益にはしない」と回答している自治体もある。（各単組ごとに細かく点検していく必要がある）

　●　職場のＩＴ化をはじめ、職務を遂行していく上での、スキルアップ研修や、システム変更時の再研修が必要。

　●　手話通訳者等の配置（派遣）に関する制度化が必要、その中で予算確保が可能に。

　●　障労連運動について、仲間を増やしていくことが難しい、役員のなり手が少ないなどの悩みが出された。

　●　精神、知的障害者の採用、職域、定着、支援などについて、どのような方法論があるのか、検討していかなければならない。

障害をもつ人への差別を禁止し、　　　　　

　　　　　　　権利を確立する法律（素案）

「障害者市民案」の概要


自治労障害労働者全国連絡会　事務局長　奥　山　幸　博
　2008年12月に開催された「第14回障害者政策研究集会」において、標記「市民案」が発表されました。障害者政策研究全国実行委員会（自治労障労連も構成団体に加わっています）では、2001年に「差別禁止法作業チーム」を設置し、障害当事者による禁止法制定に取り組んできました。2005年12月には第三次要綱案を作成し、その内容は、現代書館発行の『当事者がつくる障害者差別禁止法 ― 保護から権利へ』に掲載されています。

　2006年12月の国連障害者の権利条約採択、2007年10月、国会で「障害者差別禁止法推進議員連盟」の動きが始まったことを契機に、韓国の差別禁止法の制定（07年３月）、国内における千葉県条例の制定（06年10月）、「日弁連案」の策定（07年３月）などの新しい動きとその内容に着目して議論を積み重ねてきました。2008年６月には「市民案」を作成し、政策研の構成団体及びその他の障害者団体、関係者からの意見募集を行い、113件にのぼる意見が寄せられました。この意見にコメントを付記し、原案の補足・修正作業を行いました。市民案全体は長文となりますので、ここでは「市民案の構成」と「第２編　各則の第７章　労働」を紹介しておきます。差別禁止法の意義、必要性、守備範囲、全文についてはＤＰＩ日本会議のホームページに掲載されていますので是非ご一読ください。

＜市民案の構成＞

	

	第１編　総　則

　第１章　目　的

　第２章　定　義

　1.　障　害

　2.　障害に基づく差別

　　①　直接差別

　　②　間接差別

　　③　合理的配慮の欠如

　3.　合理的配慮

　4.　積極的差別是正措置

　5.　言　語

　6.　地域生活

　7.　コミュニケーション手段

　8.　利用施設

　9.　移動施設等

 10.　施設利用

 11.　教育機関

 12.　労　働

 13.　労働条件調整事項

 14.　司法機関

 15.　司法関係者

　第３章　差別の禁止

　第４章　国及び自治体の責務

第２編　各　則

　第１章　地域生活

　第２章　利用及び移動に関するアクセス

　第３章　意思疎通・情報伝達

　第４章　サービス

　第５章　不動産

　第６章　教　育

　第７章　労　働

　第８章　医療・リハビリテーション

　第９章　性

　第10章　行政手続と行政サービス

　第11章　政治参加

　第12章　司法手続

第３編　実施規定

　第１章　障害をもつ人の権利委員会

　第２章　障害をもつ人の地域権利委員会

第４編　権利委員会による権利救済手続

　第１章　総　則

　第２章　救済手続

第５編　司法による救済

　1.　仮の措置

　2.　中止及び積極的是正命令

　3.　履行担保措置

　4.　立証責任の配分

　5.　損害賠償訴訟の特例

第６編　障害をもつ人の支援機関

　1.　組織体制

　2.　職務及び権限

　3.　団体訴権の行使による差別の是正請求及び差止請求

　4.　国及び自治体の責務

	


＜第２編　各則　第７章　労働＞

1.　労働の権利

　　何人も、障害に基づくいかなる差別を受けることなく、労働する権利を有し、その機会を保障される。

2.　労働における差別

　　労働における差別とは、次の各号に掲げるものをいう。

　①　事業者による労働者の募集、採用、解雇、及びあらゆる労働条件における障害に基づく拒否、制限、条件の付加、その他不利益な取り扱い又は変更。

　②　障害に基づく差別であるとして裁判上又は裁判外の救済手続を申し立てたこと及びこれに協力したことに基づいて、事業者が行う解雇その他の不利益な取り扱い。

　③　①に掲げる事項において、形式的には障害に関係しない中立的な規定や基準の適用、あるいは取り扱いが障害をもつ人に不利な結果を招くこと、又は結果を招く恐れがあること。

　④　３の合理的配慮義務に違反すること。

3.　合理的配慮義務

　　事業者は、障害をもつ人の労働する権利が確保されるために必要な下記の事項を含む変更や調整を行う義務を有する。

　①　募集、採用、労働契約の締結又は変更、職務の遂行にあたり、障害をもつ人がその内容を理解し、意思疎通・情報伝達することを容易にするため、障害のある人が選択したコミュニケーション手段を用意すること。

　②　労働条件、就業環境、労働時間が障害をもつ人に対して不利益を及ぼしている場合において、その不利益を除去するために必要な変更や調整を行うこと。

　③　その他、労働条件調整事項につき、障害をもつ人の労働する権利を実質的に保障するために必要な合理的配慮を行うこと。

4.　国及び自治体の責務

　①　国及び自治体は、適切な政策及び措置を通じて、公的部門及び民間部門における障害をもつ人の雇用を促進すること。これらの政策及び措置には、積極的差別是正措置、奨励措置その他の措置を含めること。

　②　国及び自治体は、障害をもつ人が、障害をもたない人向けの技術指導及び職業指導に関する計画、職業紹介サービス並びに継続的な職業訓練サービスを効果的に利用することを可能にすること。

　③　国及び自治体は、障害をもつ人が差別を受けることなく労働できるようにするため、物理的障壁等の除去、作業用補助具又は就労支援機器の開発、通訳者（コミュニケーション支援者）やジョブコーチ等の育成及び派遣制度の拡充、情報提供・相談のための制度拡充等を行う責務を有する。

　④　国及び自治体は、事業者が合理的配慮を行うための適切な支援措置をとること。

5.　事業者の責務

　　事業者は、次の事項について適切な措置をとらなければならない。

　①　職場において障害に対する無理解又は障害をもつ人に対するいじめを含むいやがらせ（ハラスメント）が存在する場合に、これを是正するための対策。

　②　障害に基づく苦情救済についての相談窓口の設置。


障害者自立支援法に係る平成21年度予算について


自治労障害労働者全国連絡会　代表幹事　西　村　正　樹
 はじめに 
　障害者の自立生活を支援するために良質な障害福祉サービスの確保と、その推進および今年の４月に5.1％の報酬の改定を行い、人材確保、サービスの質の向上、事業者の経営基盤の安定等を図るため「平成21年度障害保健福祉関係予算案の概要」が示された。

　そこで示された、利用者負担に関する「資産要件」の廃止と「心身障害者扶養共済給付金」の収入認定からの除外については、一定の評価をしたいが、生活保護の収入認定から除外されているこの給付金が今日まで収入認定されてきたことは、この制度の根本的な問題を反映していると改めて感じてしまう。

　また、与党プロジェクトチームが「抜本見直しの基本方針」で示した応益負担の廃止との整合性がないことは、制度発足時に続き、３年目の見直しに当たっても、再び、大きな混乱を障害当事者、事業者および地方自治体等にもたらすことが懸念される。

 予算は増額されたのか？  

　自立支援給付（福祉サービス）については、前年度予算の4,945億円に対して2.6％増の5,072億円の計上に留まっており、昨年、概算要求として示された5,231億円に比較して3.1％減になっている。

　これは平成20年度で補正減額予算が組まれたことにより予算額が、4,733億円に減額され、この額に対して5.1％を積み増した額であることが、昨年12月25日に開催された全国障害保健福祉関係主管課長会議で説明されている。

　しかし、重度障害者の介護サービスに関して、国庫負担金の不足により市町村の持ち出しが生じていることを考えれば、補正減額が組まれたことに疑問を感じる。

　確かに、制度発足以降、毎年、予算が増額されてきたことは事実である。しかし、障害者自立支援法制定時の国会においては、我が国の障害者予算の国際的水準が、先進諸国の中で低いものであることが指摘されている。

　そして、その低い基準を基本とした伸び率であることから、現在の我が国の障害者予算に求められる水準がどのようなものか明らかにならなければ、これまでの障害福祉予算増に対する評価は、困難である。

 必要なサービスは確保されるのか？ 
　厚生労働省は２月20日、障害福祉サービスを提供する事業所へ支払う報酬について、今年４月からの改定案を発表した。

　そこでは、報酬単価の引き上げや利用時間の細分化および重度障害者へのサービス提供に関する事業所への加算等が示されている。

　こうした内容は、現場の状況や声をふまえたものであり評価することができる。

　しかし、これらの内容が、来年度、障害福祉サービスにどのような影響をおよぼすかを考えたときに、不安を覚える。

　それは、現行よりも介助労働者の給与等が改善され、事業所の安定経営が、確保されたとしても、同時に、障害者が必要とする重度訪問介護等のサービス時間が、十分に確保されるかということである。

　現在のサービス提供を中心とした市町村格差や必要とするサービス時間が確保されない大きな要因は、現行の国庫負担基準である。

　現行の基準では、市町村の財政負担が多く、結果として市町村の財政規模による格差や国庫負担基準を基本としたサービス支給量の上限が設定されている。

　こうした現状からも国庫負担基準の見直しは、極めて重要であり、今後示されるであろう、その見直し内容によっては、障害者が必要とするサービスの確保は、現状よりも困難になる可能性もある。

　この現状に対しては、平成20年度補正予算として「障害者自立支援対策臨時特例交付金に基づく基金」の延長・積増しによる事業のひとつとして示された「重度訪問介護の利用促進に係る市町村支援事業」が新設され、国庫負担基準超過市町村に対する一定の支援策が盛り込まれている。

　この新規事業の実施は、評価できるが、反面、政令および中核都市が対象外であることや、制度の根幹的な課題を一時的な基金事業ではなく、国庫負担基準の見直しによって取り組むべきであることを指摘したい。

 おわりに 
　「障害者自立支援法」は、「①障害種別ごとに縦割りでサービスが提供されており、施設・事業体系がわかりにくく使いにくい」、「②地方自治体間の格差が大きい」、「③財源確保が困難である」ことを問題点として指摘し、こうした課題を解決するために制定されたはずである。

　また、その法律名のとおり障害者の自立を支援するために制定されたはずでもある。

　しかし、制度の複雑さや市町村格差は増大し、財源の確保も不十分な現状である。

　現在、政府は、障害者権利条約の早期批准を目指していると言う。今後の我が国の障害者施策が、この条約にふさわしい、障害者の参画と、障害者の自己決定と自己選択を尊重し、障害者の地域での自立生活を支援するものとなることを期待したい。



　千葉市障害労働者連絡会の活動　


自治労千葉市障害労働者連絡会

　私たち、千葉市障害労働者連絡会は、障害を持った組合員を中心に平成７年11月に「バリアフリーの会」として発足し、平成10年１月に自治労本部や県本部に合わせるかたちで「障害労働者連絡会」と名称を変更しました。

　組織的には、会長・副会長・事務局長・事務局次長を置き、その他の会員は常任幹事として運営しています。

　障労連は、全ての人が共生できる社会（バリアフリー）の実現を目的として、千葉市役所及び関連職場における職場環境の改善や他組合員（組織・団体）との交流活動に取り組んでいます。

　具体的には毎月１回の定例会（組合員であれば誰でも参加できる）を開催し、障労連の要求実現に向け、肢体・視覚・聴覚障害者が中心となり意見交換がされています。現在は①「研修等における手話通訳・要約筆記の確保について」②「肢体不自由職員の通勤用自家用車の駐車場・職場での多目的トイレの確保」を中心課題として取り組んでいます。過去には視覚障害のある職員のための職場で使用する拡大読書器や肢体不自由（車いす使用）職員の職場への介助犬の導入を要求し、実現しました。

　加えて平成20年７月から組織内の委員会として「障害者の雇用に関する要綱設置委員会」を新設し、千葉市での「障害者雇用要綱」の設置を目標に活動を開始しました。

　取り組みの手始めとして県本部主催の学習会に参加し、既に障害者雇用の要綱が設置されている他都市職員の講演を聞き、積極的に質疑をする等、今後の活動の参考としました。

　交流活動としては、年に１回、千葉市へ身体障害者枠での採用となった新規採用職員の歓迎会を開催しています。県本部障労連、市職青年部・女性部も招待し、他組合員との親睦も図っています。

　また、県本部と連携し、幕張新都心周辺や県内他市のバリアフリーチェック行動を行ったり、自治労障害労働者全国連絡会総会や関東甲「住民の福祉と健康を守る集会」等にも参加し、学習・交流に取り組んでいます。


名障会の最近の活動

自治労名古屋障害労働者の会　代表　松　崎　裕　幸
　自治労名古屋障害労働者の会（略称：名障会）は95年３月に会員５人で結成しました。この間に、退職や加入などで会員は増減しましたが、現在11人です。

　結成当初の初代会長の加藤さんは、障害のある組合員を一人ひとり訪ねて結成の意義を訴え、９年の歳月をかけて結成させました。すでに退職しましたが、加藤さんの口癖は「楽しくなければ運動じゃない」で、とにかく楽しく多少の失敗は恐れず運動を進めてきました。

　新役員体制となって５～６年たちますが、頑張っていかなければと思っています。活動は１～２ヵ月に１回の役員会と年３回程度の全体会で意見を聞いて進めています。その主な活動は、①年に一度の名古屋市当局と交渉、②体験会の実施、③交流会です。

　名古屋市との交渉では、人事異動や手話通訳の派遣など労働条件に係ることと、バリアフリーの街づくりに係ることを会員同士で話し合い、申し入れています。今年度の要求は１月中旬に出す予定ですが、点字体験会の中で意見が出た「名古屋市への転入者向けパンフレットに、点字版を作ること」を要求に入れました。

　現実には要求はなかなか前進しませんが、長年要求してきた「知的障害者の採用」について名古屋市は今年度３人の採用を決めました。名障会の要求も少しは力になったのではないかと考えています。

　体験会は昨年９月25日、時間外に「点字体験会」を行いました。車椅子・視覚障害者体験会と違って経験がなく、具体的にどう実施するかが手探りでなかなか決まりませんでした。最終的に、①点字ボランティアの人による点字の基礎の説明、②点字機を使っての名刺の作成、③市役所や地下鉄・市バスの点字表記をテキストに載せるとともに、地下鉄などで実際に点字に触れてもらうことを考えました。この点字表記をテキストに載せるため、名障会役員が写真を取って、点字機で１字１字打って、凸部分を黒くして、コピーして作りました。なかなか大変でした。体験会の評判は良かったのですが、時間が短く実際に地下鉄で点字を触る体験ができませんでした。また、参加者が少なく残念でした。

　４月から名古屋市役所本庁舎の耐震工事が始まり、正面玄関が仮設の入口になりました。手すりがなく通路は鉄板部分もあるため、「雨の日などは滑って危険。自分も一度転んだ。一般市民も利用するので何とかならないか」との声が会員から出され、役員で話し合い、自治労名古屋本庁評議会の役員と「手すりと滑り止め」を付けるよう申し入れました。申し入れでは、当局は趣旨をよく理解してくれ、工事の関係で少し時間がかかりましたが、手すりと滑り止めが付けられました。しかし、手すりの高さが市の基準より20センチも高く、使いにくいので再度申し入れをしましたら、きちんと整備されました。まずは行動をすることが大切と感じたところです。

　今回、日ごろの活動を報告させていただきました。まだまだ会員の拡大や活動は不十分な点があります。要望のある人はもっともっと名障会を活用してもらいたいと思います。一歩ずつ、楽しく活気のある活動をめざして頑張っていきたいと考えています。


福山市職労障労連のあゆみ

自治労福山市職労障労連

　福山市職労障労連が結成されてやがて10年を迎えようとしています。

　この間の最も大きな成果は、何と言っても障労連が結成されたことです。当事者が寄り集まる拠点が出来たのです。結成当時、会員となった仲間は、「こんなことが出来るとは思ってもいなかった！」と喜び合いました。

　連絡会が結成されたというだけで、状況は一変しました。互いに交流を持つだけで「一人ではない。」という安心感や、職場に位置づく自信が生まれ、自分の存在を前に出して語れるようになったのです。

　ただ、そのまま組織を維持するだけでは、やがて、結成時の熱はさめ、それぞれに必要な労働条件が整ってしまえば、いつのまにかもとの状態に戻ってしまいがちです。そこで自分達が自治体の職場に位置づいていることを自覚して、その役割を果たすことを目標に立て、これを前提に労使交渉を行い、①個々の障害に応じた労働条件についての継続協議、②公共の施設設備の新増設にあたってはバリアフリー化の事前協議を行うことなどを確認し、今日まで継続協議を行ってきました。

　また、これらの協議はただ物理的な施設の改善や条件の整備にとどまらず、例えば病院などでの障害者に対する接遇やコミュニケーション確保の検証など多面に及びこれが、施設設備のバリアフリー化や障害者施策の確立に弾みをつける機会となりました。事前協議はあまり派手な取り組みではありませんが、協議を重ねる都度同席する管理職や同じ組合員に対しても、障害者に対する理解を深める絶好の機会となり、障害を持つ仲間が自然に職場に溶け込む相互理解の場となっています。

　ただ、事前協議は簡単ではありません。それぞれの会員は自分の障害については語れても、全体に及ぶ知識は持ち合わせていません。勉強不足も否めないのです。

　これを乗り越えるためには、常に仲間が集まり情報交換を続けることが重要ですが、合併などに伴う自治体の広域化や仲間が位置づく職場が分散し、互いの関係が疎遠になりつつあることも否めません。視覚障害や聴覚障害というコミュニケーション障害を持つ者が職場にどう位置づくかということについてもまだまだ大きな課題が横たわっています。

　また、職場では精神障害を持つ仲間が増えていますが、連絡会は未だ身体障害者が中心で、互いにどのように支えあっていくのかという大きな課題が横たわっています。

　障害種別に着目すると、それぞれが抱える課題についてはまだまだ共通課題となっていないと認めざるを得ません。向こう10年の課題と言ったのでは気が遠くなる機関ですが、いかに広がりを持ってきめ細かな取り組みが出来る組織を確立するかと言うことが次の大きな目標と言えます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


編　集　後　記
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　第28回自治労障害者全国連絡総会が、2008年11月６、７日に東京の「ホテルメトロポリタンエドモント」で開催されました。総会の報告は本号でお読みいただいたと思います。記念シンポジウム・各地域からの報告・運動方針質疑応答・分散会等とても充実した内容でした。

　総会終了後は、いつも思うのです「もっと勉強し頑張らなければ」と、そして次回総会には一人でも多くの仲間に声をかけ、総会に参加したいと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（あらい）
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